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招集ご通知

証券コード　4018
2026年９月９日

（電子提供措置開始日2026年９月４日）
株　主　各　位

静 岡 県 三 島 市 一 番 町 18－22

代表取締役社長 山 本 敬 介

【当社ウェブサイト】
https://www.geolocation.co.jp/ir/

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/4018/teiji/

【福岡証券取引所ウェブサイト（上場会社検索サービス）】
https://www.fse.or.jp/listed/search.php

第27回　定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第27回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご案内申し
あげます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、
いずれかのウェブサイトにアクセスの上、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、「経営情報」の「株主総会」を選択いただき、ご確認くだ
さい。）

（上記の福岡証券取引所ウェブサイトにアクセスいただき、「コード」に当社証券コード「4018」
を入力、又は「銘柄名」に「Geolocation　Technology」を入力・検索し、「詳細情報」を選択し
「株主総会招集通知」欄よりご確認ください。）
　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面（郵送）によって議決権を行使するこ
とができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討の上、2026年９月24日（木曜日）午後
５時30分までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
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招集ご通知

１．日 時 2026年９月25日（金曜日）午前10時
２．場 所 静岡県三島市一番町18-22

アーサーファーストビル２階　当社会議室
（会場が前回と異なっておりますので、末尾の「定時株主総会会場ご案内図」を
ご参照頂き、お間違えのないようご注意ください。）

３．会議の目的事項
［報告事項］

第27期（2025年７月１日から2026年６月30日まで）
事業報告及び計算書類の内容報告の件
［決議事項］
議案 取締役３名選任の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
⑴書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表
示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
⑵インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有効
なものとしてお取り扱いいたします。
⑶インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問わ
ず、インターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。
⑷代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人として株
主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますのでご
了承ください。

［インターネットによる議決権行使の場合］
　当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）にアクセスしていただき、
本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及び「パス
ワード」をご利用の上、画面の案内にしたがって、議案に対する賛否を上記の行使期限までにご入力
ください。
　インターネットによる議決権行使に際しましては、「インターネットによる議決権行使のご案内」
をご確認くださいますようお願い申しあげます。

［書面（郵送）による議決権行使の場合］
　議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着するようご返
送ください。

敬　具
記

以上
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招集ご通知

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申
しあげます。
◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その
旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討の上、議決権を行使してくださいますようお願い申しあ
げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

インターネットで議決権
を行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、ご返送くださ
い。

日　時 行使期限 行使期限

2026年９月25日（金曜日）
午前10時

2026年９月24日（木曜日）
午後５時30分

入力完了分まで

2026年９月24日（木曜日）
午後５時30分
到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

◦ 一部の候補者を
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本
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議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行
使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。２

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。１
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。４

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。１

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

２

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

３

「パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などがご不明な場合は、
右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９:00～21:00）
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事業の経過及び成果

(2025年 7 月 1 日から
2026年 6 月30日まで)
事　 業　 報　 告

１. 会社の現況
(1) 事業の経過及びその成果

　当事業年度における我が国経済は、雇用・所得環境の改善や各種政策への期待感を背景に、株
式市場は高水準で推移し、景気は緩やかな回復傾向にありました。一方で、急激な為替変動によ
る資源価格の高騰や金利上昇が個人消費に与える影響などから、経済の先行きには依然として不
透明感が残る状況が続いております。
　情報通信業界においても、生成AIやビッグデータ、クラウド技術の進展により新たなサービス
の創出が求められる一方、個人情報保護規制やCookie規制の強化といった環境変化への対応が
急務となっております。
　このような状況の中、当社は「独自の技術とノウハウを開発し、地域社会にとって価値のある
新しいインターネットサービスを提供する」という企業理念のもと、インターネットを通じて
「地域社会の活性化」を使命として事業活動を行っております。
　当事業年度は、前事業年度より継続して取り組んでいるIP Geolocation技術を軸としたサブ
スクリプションサービスの強化に加え、プロダクト及び営業活動の改善に注力してまいりまし
た。また、第１四半期に提供を開始したマルチサイトプラン及び「SURFPOINT™ BtoB2」を中
心とした施策の定着と拡販に取り組んでまいりました。
　 こ れ ら の 取 り 組 み の 結 果 、 主 力 で あ るIP Geolocation 事 業 が 売 上 を 牽 引 し 、
「SURFPOINT™」及び「どこどこJP」を中心としたサブスクリプションサービスが堅調に推移
いたしました。
　一方で、将来の成長に向けた人員増強に伴う人件費の増加に加え、本社の拡張及び改修に係る
費用の発生により、製造原価並びに販売費及び一般管理費が増加いたしました。
　この結果、当事業年度の売上高は710,496千円（前事業年度比3.6％増）、営業損失は
71,488千円（前事業年度は37,501千円の営業利益）、経常損失は64,639千円（前事業年度は
38,082千円の経常利益）、当期純損失は55,458千円（前事業年度は18,636千円の当期純利
益）となりました。

　セグメント別の状況は次のとおりであります。
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事業の経過及び成果

（IP Geolocation事業）
　IPアドレスに様々な情報を紐付けたデータベースの利用サービスである「SURFPOINT™」
は、当事業年度においても安定的に推移いたしました。新規の大型案件の獲得には至らなかった
ものの、第１四半期より拡販を進めている「SURFPOINT™ BtoB2」を含め、広告分野を中心と
したエンドユーザーにおけるデータ利用の増加に伴い、従量課金による売上が増加いたしまし
た。
　また、第１四半期に引き続き、金融機関やセールス・マーケティング分野の企業における利用
が堅調に推移しており、API連携を前提としたデータ提供や複数システムとの連携案件が徐々に
増加いたしました。今後は、「SURFPOINT™ BtoB2」を軸に、データ利活用を目的とした法人
顧客への提案を強化してまいります。
　「SURFPOINT™」をweb上で利用できる「どこどこJP」は、当事業年度においても概ね安定
して推移いたしました。解約件数は想定を上回ったものの、第１四半期に提供を開始したマルチ
サイトプランに加え、通信キャリア向けを中心とした比較的受注単価の高い案件の獲得が寄与
し、売上高は増加いたしました。
　「web制作・各種受託開発」につきましては、当事業年度において、売上高に大きく寄与する
大型案件の獲得には至らなかったものの、当社がDX（デジタルトランスフォーメーション）支
援メニューの一環として提供しているSEO支援案件の受注が堅調に推移し、売上高に一定程度寄
与いたしました。「てくてくスタンプ」につきましては、自治体向けに加え、民間企業向けの営
業活動も継続して実施いたしましたが、当事業年度においては大型案件の獲得には至らず、業績
への寄与は限定的となりました。
　これらの結果、当事業年度における同事業の売上高は708,740千円（前事業年度比3.3％
増）、セグメント損失は73,197千円（前事業年度は37,501千円のセグメント利益）となりまし
た。

（その他事業）
　当事業年度において、期初時点では見込んでいなかった顧客案件を新たに獲得したことによ
り、同事業の売上高は1,756千円、セグメント利益は1,709千円となりました。なお、前事業年
度における売上高及びセグメント利益の計上はありませんでした。
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事業の経過及び成果

セグメント

第26期
（2025年６月期）

（前事業年度）

第27期
（2026年６月期）

（当事業年度）
前事業年度比

金額 構成比(%) 金額 構成比(%) 金額 増減率(%)
IP Geolocation

事業 686,088 100.0 708,740 99.8 22,652 3.3

その他事業 － － 1,756 0.2 1,756 －

合　計 686,088 100.0 710,496 100.0 24,408 3.6

　セグメント別売上高
（単位：千円）
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設備投資の状況、資金調達の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

(2) 設備投資の状況
　当事業年度における設備投資の総額は83,529千円であり、その内訳は、有形固定資産15,877
千円、無形固定資産67,652千円であります。有形固定資産への投資は主に本社拡張に伴う設備
の取得によるものであり、無形固定資産への投資は主にIP Geolocation事業におけるソフトウ
エア開発によるものであります。

(3) 資金調達の状況
　該当事項はありません。

区 分 第 24 期
2023年度

第 25 期
2024年度

第 26 期
2025年度

第 27 期
2026年度

(当事業年度)

売 上 高 （千円） 767,480 716,937 686,088 710,496
経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （ △ ） （千円） 117,304 77,443 38,082 △64,639
当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （ △ ） （千円） 37,991 37,817 18,636 △55,458
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 又 は
１ 株 当 た り 当 期 純 損 失 （ △ ） （円） 24.98 24.38 11.90 △34.94

総 資 産 （千円） 703,368 728,729 772,344 711,615

純 資 産 （千円） 559,727 590,321 601,272 530,479

１ 株 当 た り 純 資 産 額 （円） 361.39 376.51 378.78 333.89

(4) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

(5) 重要な親会社及び子会社の状況
　該当事項はありません。
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対処すべき課題、主要な事業内容

(6) 対処すべき課題
　当社は、以下の５点を主な対処すべき課題として取り組んでおります。

① 「SURFPOINT™」の継続的な拡充及び提供範囲の拡大
　当社は、「SURFPOINT™」を事業基盤となるデータベースとして継続的に拡充するととも
に、位置情報や企業情報をはじめとする各種データの活用を通じて、顧客への提供価値の向
上に取り組んでおります。
　また、サービスの提供を通じて収集したログデータと、提携会社から提供を受けるweb上
の行動履歴データを継続的にクロス分析することにより、データの精度向上を図っておりま
す。今後も、web上の行動履歴に基づく商品等の購買意欲に関するデータなど、マーケティ
ング活動に有用なデータの提供に取り組んでまいります。
　さらに、近年、生成AIと連携したインターネットサービスが増加していることを踏まえ、
「SURFPOINT™」に蓄積されたデータをAIから直接参照できる環境の構築を進めておりま
す。

② 「どこどこJP」売上の拡大
　「どこどこJP」は、「SURFPOINT™」に蓄積された位置情報、企業情報、利用回線及び気
象情報等の各種データを活用し、顧客のマーケティング活動、広告活動、不正アクセスの防
止等、さまざまな用途に利用されております。同サービスは、顧客に比較的長期にわたり継
続して利用される当社の主要サービスであり、安定的な収益源となっております。
　今後も、継続的なサービスのアップデートによる新規顧客の獲得に加え、既存顧客に対す
るフォローアップを強化することで、「どこどこJP」のさらなる利活用を促進し、解約率の
低減及び新たなビジネス機会の創出を図ってまいります。

③ 新領域に関する調査研究
　　　当社は、衛星通信等のグローバルな利用を前提とした通信形態や、レジデンシャルプロキ

シ等の新たに注目されている接続環境について、実態の調査を行っております。
　　　こうした越境に利用しやすいIPアドレスに関する情報への需要は継続的に高いことから、

今後も新たな情報の収集及び調査を進め、商品化の可能性を検討してまいります。

－ 10 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2026/08/25 16:04:39 / 26335189_株式会社Ｇｅｏｌｏｃａｔｉｏｎ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ_招集通知_電子提供措置用

対処すべき課題、主要な事業内容

④ 営業体制及びデジタルマーケティング支援事業の強化
　当社は、「どこどこJP」及び「SURFPOINT™」を中心とした既存サービスの拡販に加え、
web広告の運用、SEO・AIO、SNS等のデジタルマーケティング支援サービスとの連携を強
化し、顧客の課題解決をワンストップで支援できる営業体制を構築してまいります。
　これにより、既存顧客への提供価値の向上並びにクロスセル及びアップセルを推進し、顧
客基盤の拡充と収益性の向上を図るとともに、営業人材の専門性及び提案力の継続的な強化
に取り組んでまいります。

⑤ 人材の育成及び生産性の向上
　当社は、持続的な事業成長を実現するためには、人員の増加を前提とした従来の事業運営
から、AI等のデジタル技術を積極的に活用した生産性の高い事業運営へ転換することが重要
であると認識しております。
　そのため、業務プロセスの見直しを進め、業務の標準化及び効率化を図るとともに、それ
らによって創出された時間及び蓄積された知見を、より付加価値の高い業務に活用すること
で、業務の高度化を推進してまいります。
　また、AIを活用できる人材の育成及び教育研修制度の充実にも取り組み、組織全体の生産
性及び顧客への提供価値の向上を図ってまいります。

事 業 区 分 事 業 内 容

IP  Geo loca t i on事業

IPアドレスに様々な情報を組み合わせた当社のデータベースであります
「SURFPOINTTM」を維持管理し、これをベースに、顧客のサイト閲覧者の
属性に合う各種サービスをSaaS（＊１）またはAPI（＊２）で提供しております。
また、各種webサイト制作等のwebマーケティングサポートや、webスタ
ンプラリーをはじめとした自治体向けの観光アプリ等の受託・開発を行うシ
ティプロモーション（自治体が行う宣伝活動・広報活動・営業活動）を支援
するサービスを提供しております。

（＊）１. SaaSとは、クラウド経由で提供されるソフトウエアのことを指します。
２. APIとは、プログラムから当該のソフトウエアを操作するためのインター

フェイスのことを指し、ソフトウエアの一部をweb上で公開して他のソフ
トウエアの機能を埋め込んで利用できるようにしたものです。

そ の 他 事 業 主要な事業セグメントであるIP Geolocation事業に含まれない活動を対象
としており、主としてIPアドレス移転事業を含んでいます。

(7) 主要な事業内容（2026年６月30日現在）
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主要な事業所、使用人の状況、主要な借入先の状況、剰余金の配当等を取締役会が決定する旨の定款の定めがあるときの権限の行使に関する方針、
その他、会社の現況に関する重要な事項

本 社 静岡県三島市

東 京 営 業 所 東京都千代田区

福 岡 営 業 所 福岡市中央区

(8) 主要な事業所（2026年６月30日現在）

（注）福岡営業所を2025年８月１日に移転いたしました。

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

39名（21名） ３名減（３名増） 35.3歳 5.2年

(9) 使用人の状況（2026年６月30日現在）

（注）使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数（契約社員及びパートタイマー）は、最近１年間の平均人員を
（　）に外数で記載しております。また、その他事業専従の使用人は存在しないためセグメント別の記載
はしておりません。

(10) 主要な借入先の状況（2026年６月30日現在）
該当事項はありません。

(11) 剰余金の配当等を取締役会が決定する旨の定款の定めがあるときの権限の行使に関する方針
当社では、株主への利益還元を重要な経営課題の一つと認識しております。
　当社は、将来における安定的な企業成長と経営環境の変化に対応するために必要な内部留保資
金を確保しつつ、経営成績に応じた株主への利益還元を継続的に行うことを基本方針としており
ます。
　当事業年度の期末配当につきましては、2026年８月14日の取締役会において、１株当たり
10円00銭の配当を行うことを決議いたしました。

(12) その他、会社の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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株式の状況

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

小 川 武 重 348,000株 21.91％

株 式 会 社 エ レ フ ァ ン ト 324,000株 20.40％

株 式 会 社 キ ャ ピ タ ル バ ン ク 176,000株 11.08％

山 本 敬 介 144,600株 9.11％

遠 藤 寿 彦 43,500株 2.74％

Geolocation Technology従業員持株会 26,241株 1.65％

株 式 会 社 Ｍ Ａ Ｓ Ａ 20,000株 1.26％

株 式 会 社 Ｎ Ｏ Ｒ Ｉ Ｋ Ｏ 20,000株 1.26％

川 浦 豊 13,200株 0.83％

西 野 正 恭 12,500株 0.79％

２. 株式の状況（2026年６月30日現在）
(1)　発行可能株式総数　　普通株式　　　　　4,608,000株

(2)　発行済株式の総数　　普通株式　　　　　1,588,000株
　　（注）新株予約権の権利行使に伴い、発行済株式の総数が2,000株増加しております。

　(3)　株主数　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,665名

(4)　大株主（上位10名）

（注）１．持株比率は自己株式（6株）を控除して計算しております。
　　　２．発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式の割合は、小数点以下第３位を四捨五入し
　　　　　ております。
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新株予約権等の状況、会社役員の状況

３. 新株予約権等の状況
(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約
権の状況
該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 山 本 敬 介

取 締 役 杉 﨑 厚 哉 管理担当

取 締 役 竹 内 美 稀

常 勤 監 査 役 吉 原 明 雄 吉原明雄税理士事務所　所長

監 査 役 茂田井　純　一 株式会社アカウンティング・アシスト　代表取締役

監 査 役 小 川 基 幸 小川基幸法律事務所　代表

４. 会社役員の状況
(1) 取締役及び監査役の状況（2026年６月30日現在）

（注）１. 取締役竹内美稀氏は、社外取締役であります。
２. 常勤監査役吉原明雄氏、監査役茂田井純一氏及び監査役小川基幸氏は、社外監査役であります。
３. 常勤監査役吉原明雄氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有し
ております。

４. 監査役茂田井純一氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有
しております。

５. 監査役小川基幸氏は、弁護士の資格を有しており、法律に関する相当程度の知見を有しております。
６. 当社は、取締役竹内美稀氏、監査役茂田井純一氏及び監査役小川基幸氏を福岡証券取引所の定めに基

づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
７. 藤田耕一氏は、2026年２月28日に一身上の都合により取締役を辞任いたしました。
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新株予約権等の状況、会社役員の状況

区 分 員　数（名） 報酬等の総額（千円）

取 締 役
（う　ち　社　外　取　締　役）

５
（２）

43,560
（2,400）

監 査 役
（う　ち　社　外　監　査　役）

３
（３）

12,960
（12,960）

計 ８
（５）

56,520
（15,360）

(2) 責任限定契約の内容の概要
　当社は、取締役竹内美稀氏、監査役茂田井純一氏及び小川基幸氏と、会社法第427条第１項及
び当社定款の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお
ります。
　なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限
度額としております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締
結し、当該保険契約により被保険者が負担することになる、被保険者が会社の役員としての業務
につき行った行為に起因して、保険契約期間中に被保険者に対して損害賠償請求がなされたこと
により被保険者が被る損害を填補することとしております。ただし、被保険者が法令に違反する
ことを認識しながら行った行為に起因する損害は填補されない等、一定の免責事由があります。
　当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は当社取締役及び監査役であり、すべての被保険者に
ついて、その保険料を特約部分も含めて全額当社が負担しております。

(4) 取締役及び監査役の報酬等

（注）１．上記の取締役の支給人員には、2025年９月25日開催の第26回定時株主総会終結の時をもって退任
した取締役１名（社外取締役）及び2026年２月28日付で辞任した取締役１名を含んでおります。

　　　２．役員報酬限度額（年額）は、取締役は2018年９月28日開催の定時株主総会で250,000千円以内（決
議時点の取締役の員数５名）、監査役は2018年９月28日開催の定時株主総会で80,000千円以内
（決議時点の監査役の員数３名）と決議しております。

　　　３．業績連動報酬等及び非金銭報酬等の支給はありません。

－ 15 －



2026/08/25 16:04:39 / 26335189_株式会社Ｇｅｏｌｏｃａｔｉｏｎ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ_招集通知_電子提供措置用

新株予約権等の状況、会社役員の状況

出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 竹 内 美 稀

2025年９月25日の就任後、当事業年度に開催された取締役会13回の
全てに出席し、デジタルマーケティング及びAI領域に関する豊富な知見
に加え、ブランド戦略、組織体制及びガバナンスの整備を主導してきた
経験に基づき、社外取締役としての実践的な観点から、取締役会の意思
決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。

監査役 吉 原 明 雄

当事業年度に開催された取締役会16回の全て、監査役会13回の全てに
出席し、税理士としての専門的見地から、取締役会において、取締役会
の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行ってお
り、監査役会において、当社の業務監査等について適宜、必要な発言を
行っております。

監査役 茂田井　純　一

当事業年度に開催された取締役会16回の全て、監査役会13回の全てに
出席し、公認会計士としての専門的見地から、取締役会において、取締
役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行って
おり、監査役会において、当社の業務監査等について適宜、必要な発言
を行っております。

監査役 小 川 基 幸

当事業年度に開催された取締役会16回の全て、監査役会13回の全てに
出席し、弁護士としての専門的見地から、取締役会において、取締役会
の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行ってお
り、監査役会において、当社の業務監査等について適宜、必要な発言を
行っております。

(5) 社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・監査役吉原明雄氏は、吉原明雄税理士事務所の所長であります。吉原明雄税理士事務所と当
社との間には特別の関係はありません。
・監査役茂田井純一氏は、株式会社アカウンティング・アシストの代表取締役であります。株
式会社アカウンティング・アシストと当社との間には特別の関係はありません。
・監査役小川基幸氏は、小川基幸法律事務所の代表であります。小川基幸法律事務所と当社と
の間には特別の関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
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監査法人の状況

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 26,000千円

② 公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額 －

５. 会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称 有限責任監査法人トーマツ

(2) 報酬等の額

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が
適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判
断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容
　当社は有限責任監査法人トーマツに対して、公認会計士法第２条第１項の監査証明業務以外 
の業務を委託しておりません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場
合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した
監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理
由を報告いたします。
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６. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他会社の業務
の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
(a) 取締役及び使用人の職務の適法性を確保するため、コンプライアンス（法令遵守）があら

ゆる企業活動の前提条件であることを決意し、「コンプライアンス規程」を定め、役職員
に周知徹底させる。

(b) リスクコンプライアンス委員会を設置し、当社全体のコンプライアンス体制の構築及び推
進を図る。

(c) 役職員の職務の執行の適正性を確保するため、代表取締役直轄の内部監査室を設置し、
「内部監査規程」に基づき適法性ならびに有効性及び効率性の観点から内部監査を実施す
る。

② 取締役の職務の執行に関する情報の保存及び管理に関する体制
(a) 取締役の職務執行に係る事項である議事録、会計帳簿、稟議書その他の重要な情報につい
ては「取締役会規程」、「文書管理規程」及び「稟議規程」に従い、文書又は電子文書に
記録し、定められた期間適切に保存及び管理を行う。

(b) 取締役、監査役その他関係者は、その職務遂行の必要に応じて上記の書類等を閲覧するこ
とができるものとする。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(a) リスクコンプライアンス委員会を設置し、個別リスクの把握と評価、対応すべき優先度、
リスク管理方法等を審議するとともに、定期的なモニタリングを行い、体制の整備及び見
直しを行う。

(b) リスク管理を円滑にするために、「リスク管理規程」を整備し、リスクに関する意識の浸
透、早期発見及び未然防止を図り、緊急事態発生時の対応を定める。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(a) 取締役の職務の執行を効率的に行うために、定時取締役会を毎月１回開催する他、必要に
応じて臨時取締役会を開催する。
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(b) 取締役の職務の執行については、「組織規程」、「業務分掌規程」及び「職務権限規程」
において、意思決定ルールを明確化し、適正かつ効率的に行われる体制を構築する。

⑤ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項
(a) 監査役が監査役の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、人員を設置す

る。
(b) 当該使用人の選任、解任、異動等には、監査役会の同意を要するものとし、当該使用人の
取締役からの独立性及び監査役の指示の実効性の確保に努める。

(c) 当該使用人は、監査役が指定する補助すべき期間中は、監査役の指示に従い職務を遂行
し、取締役の指揮命令を受けない。

(d) 当該使用人は、他部署の使用人を兼務する場合は、監査役に関する職務を優先する。

⑥ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
(a) 取締役及び使用人は、重大な法令・定款違反、不正行為及び会社に著しい損害を及ぼす恐
れのある事実を知った時には、速やかに監査役に報告する。

(b) 「内部通報規程」を定め、監査役へ報告を行った取締役及び使用人に対して、当該報告を
したことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を周知徹底する。

(c) 監査役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締役会その他の
重要な会議に出席し、意見を述べるとともに、必要に応じて取締役及び使用人に説明を求
め、必要な書類の閲覧を行うことができる。

⑦ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につ
いて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
(a) 監査役がその職務の執行について当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払等の請
求をしたときは、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務執行に必要でないと認
められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

(b) 監査役が独自の外部専門家（弁護士・公認会計士等）を求めた場合、当該監査役の職務の
執行に必要でないと認められた場合を除き、その費用を負担する。
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⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(a) 監査役は、代表取締役社長と定期的に会合を開いて意思の疎通及び意見交換を実施する。
(b) 監査役は、取締役、内部監査担当者及び会計監査人と意見交換を行い、連携を保ちながら
調査及び報告を求める。

⑨ 反社会的勢力排除のための体制
(a) 反社会的勢力との関係を遮断し、社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力や団体には、毅
然とした態度で対応する。

(b) 反社会的勢力との接触が生じた場合には、速やかに関係部署、社外関係先（警察署、顧問
弁護士等）と協議し、組織的に対応する。

(c) 「反社会的勢力対策規程」を定め、役職員の平素からの対応及び事案発生時の組織対応を
明文化し、役職員に周知徹底して反社会的勢力に関する意識の浸透を図る。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

① 内部統制システム全般
　当社の内部統制システムの全般の整備・運用状況を当社の内部監査室がモニタリングし、必
要に応じて改善を進めております。
② コンプライアンス
　当社は、当社の使用人に対し、その階層に応じて必要なコンプライアンスについて、社内研
修での教育及び会議体での説明を行い、法令及び定款を順守するための取組みを継続的に行っ
ております。
③ リスク管理体制
　リスクコンプライアンス委員会において、当社各部門から報告されたリスクのレビューを実
施して全社的な情報共有に努めたほか、当該リスクの管理状況について報告いたしました。
④ 内部監査
　内部監査室が作成した内部監査計画に基づき、当社の内部監査を実施いたしました。
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貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額
（資　  産　  の　  部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 還 付 法 人 税 等
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
敷 金
差 入 保 証 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産

　

605,601
478,660
80,762
773

45,603
2,777
3,429
△6,406

106,013
16,607
11,549
1,988
3,070

67,796
4,715
62,989

91
21,609
4,756
311
6,205
10,335

　

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 178,796
買 掛 金 3,505
未 払 金 49,672
未 払 費 用 37,914
前 受 金 84,463
そ の 他 3,240

固 定 負 債 2,340
そ の 他 2,340

負 債 合 計 181,136
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 530,216
資 本 金 236,142
資 本 剰 余 金 227,642
資 本 準 備 金 227,642

利 益 剰 余 金 66,440
利 益 準 備 金 5,419
そ の 他 利 益 剰 余 金 61,021
繰 越 利 益 剰 余 金 61,021

自 己 株 式 △8
新 株 予 約 権 262
純 資 産 合 計 530,479

資 産 合 計 711,615 負 債 ・ 純 資 産 合 計 711,615

貸　借　対　照　表
（2026年６月30日現在）

（単位：千円）

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

(自　2025年 7 月 1 日
至　2026年 6 月30日)

科 目 金 額
売 上 高 710,496
売 上 原 価 286,698
売 上 総 利 益 423,798

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 495,286
営 業 損 失 71,488

営 業 外 収 益
受 取 利 息 1,169
助 成 金 収 入 5,980
講 演 謝 金 302
リ ベ ー ト 収 入 433
そ の 他 228 8,114

営 業 外 費 用
固 定 資 産 除 却 損 1,196
そ の 他 69 1,265
経 常 損 失 64,639
税 引 前 当 期 純 損 失 64,639
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,155
法 人 税 等 調 整 額 △10,335 △9,180
当 期 純 損 失 55,458

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

( 自　2025年 ７ 月 １日
至　2026年 ６ 月30日 )

株 主 資 本

新 株
予 約 権

純 資 産
合 計資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資 本

準 備 金
資 本 剰 余
金 合 計

利益
準備金

その他利益
剰余金 利 益 剰

余 金
合 計繰越利益

剰 余 金
当 期 首 残 高 235,748 227,248 227,248 3,833 133,925 137,758 △8 600,747 525 601,272

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行
（新株予約権の行使） 393 393 393 － － － － 787 △262 525

剰 余 金 の 配 当 － － － － △15,859 △15,859 － △15,859 － △15,859

利 益 準 備 金 の 積 立 － － － 1,585 △１,585 － － － － －

当 期 純 損 失 （ △ ） － － － － △55,458 △55,458 － △55,458 － △55,458

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） － － － － － － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 393 393 393 1,585 △72,904 △71,318 － △70,530 △262 △70,793

当 期 末 残 高 236,142 227,642 227,642 5,419 61,021 66,440 △8 530,216 262 530,479

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表、独立監査人の監査報告書

建物 10年～15年
車両運搬具  ６年
工具、器具及び備品  ４年～15年

個別注記表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等・・・移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
① 仕掛品

　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）を採用して
おります。

② 貯蔵品
　最終仕入原価法を採用しております。

(3) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以後に取得した建物附属設備については定額法
を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりです。

② 無形固定資産
　ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（３～５年）に基づく定額法を採
用しております。

(4) 引当金の計上基準
貸倒引当金
　金銭債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
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個別注記表、独立監査人の監査報告書

(5) 収益及び費用の計上基準
　 当 社 は 、IP Geolocation事 業 と そ の 他 事 業 を 主 な 事 業 と し 、IP Geolocation事 業 で は 、
「SURFPOINT™」「どこどこJP」「らくらくログ解析」といった「サブスクリプションサービス」、IP
アドレスから判定される位置情報等で、配信する対象の絞り込みやターゲティングができる「どこどこ
ad」を利用した「広告配信サービス」、各種webサイト制作等のwebマーケティングサポート及び自治
体向けの観光アプリ等の受託・開発、また、それらの運用保守を行う「web制作・各種受託開発サービ
ス」の3つを提供しております。
　また、その他事業では、当社の主要な事業セグメントであるIP Geolocation事業に含まれない活動を
対象としております。その一環として、IPアドレス売買における売主と買主の間に立って条件交渉及び取
引成立に向けた調整を行い、IPアドレス移転契約を成立させ、IPアドレスの引き渡しまでをサポートする
IPアドレス売買の仲介サービスである「IPアドレス移転サービス」等を提供しております。

① サブスクリプションサービス
　顧客の希望するデータ収集対象環境（webサイト等）から当社のIPアドレスデータベースにアクセス・
参照した都度、IPアドレスデータが提供され、履行義務が充足すると判断されることから、当該時点にて
収益を認識しております。

② 広告配信サービス
　顧客との契約に基づきSSP（サプライサイドプラットフォーム＝広告枠販売業者）において取引が成立
した広告枠に対し、顧客が登録したバナー広告を一定期間配信する提案型のサービスであり、企業が履行
義務を充足するにつれて顧客が便益を享受するものであるため、履行義務の充足にかかる進捗度に基づき
一定期間にわたり収益認識を行っております。なお、進捗度の測定は、期末日までの広告配信回数によっ
ております。

③ web制作・各種受託開発サービス
　web制作・各種受託開発サービスについては、一定期間にわたり移転される財及びサービスと、一時点
で移転される財及びサービスを含んでおり、取引内容によって区分しております。納品した成果物に対す
る顧客の検収に従い、顧客の検収が完了した時点で履行義務が充足されると判断した取引は、その一時点
で収益を認識しております。一方で、運用保守サービスや上記以外の取引においては、一定の期間にわた
り履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足にかかる進捗度に基づき一定期間にわたり収益認識を
行っております。
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個別注記表、独立監査人の監査報告書

④ IPアドレス売買の仲介サービス
　IPアドレスの所有権移転までに必要な一切の業務について履行義務を負っており、当該履行義務は仲介
契約の目的物であるIPアドレスが買主へ引き渡された時点を以て仲介業務が完了し、履行義務が充足され
るため、売主から買主へのIPアドレス引き渡し完了時点において収益を計上しております。
　なお、当該取引については、当社が代理人に該当すると判断し、IPアドレス売買における仲介手数料を
収益として認識しております。
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個別注記表、独立監査人の監査報告書

有形固定資産の減価償却累計額 5,365千円

２. 会計方針の変更に関する注記
　該当事項はありません。

３. 会計上の見積に関する注記
　繰延税金資産の回収可能性
　(1)当事業年度末の計算書類に計上した金額
 　　繰延税金資産　　　　　　10,335千円

　(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りに関する内容
 　　繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積もっており
 　ます。
 　　当該見積りは将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した
 　課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額
 　に重要な影響を与える可能性があります。

４. 貸借対照表に関する注記

５. 損益計算書に関する注記
　顧客との契約から生じる収益
　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。
顧客との契約から生じる収益の金額は、「個別注記表　10．収益認識に関する注記」に記載しております。
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個別注記表、独立監査人の監査報告書

普通株式 1,588,000株

普通株式 ６株

決議
株式の
種類

配当金の
総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2025年８月14日
取締役会

普通株式 15,859千円 10.00円 2025年６月30日 2025年９月26日

決議
株式の
種類

配当金の
総額

配当の
原資

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2026年８月14日
取締役会

普通株式 15,879千円 利益剰余金 10.00円 2026年６月30日 2026年９月28日

第５回新株予約権
発行決議日 2021年４月30日
目的となる株式の種類 普通株式
目的となる株式の数 2,000株

６. 株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

(2) 当事業年度の末日における自己株式の数

(3) 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの
　次のとおり、決議を予定しております。

(4) 当事業年度の末日における新株予約権（行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株
式の種類及び数
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個別注記表、独立監査人の監査報告書

（単位：千円）
繰延税金資産

未払事業税・事業所税 605
未払費用 5,172
減価償却超過額 2,917
敷金償却否認額 755
新株予約権 82
繰延資産償却超過額 79
ソフトウエア仮勘定（試験研究） 567
投資有価証券評価損否認 19,218
税務上の繰越欠損金（注）2 14,244
その他 2,002

繰延税金資産小計 45,645
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注）2 △13,066
将来一時減算差異の合計に係る評価性引当額 △22,243

評価性引当額小計（注）1 △35,310
繰延税金資産合計 10,335

繰延税金負債
その他 △0

繰延税金負債合計 △0
繰延税金資産の純額 10,335

７. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（注）１．評価性引当額の変動の主な内容
　　　　評価性引当額の変動の主な内容は、税務上の繰越欠損金の発生によるものであります。
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個別注記表、独立監査人の監査報告書

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超 合計

税務上の繰越欠
損金（※1） － － － － － 14,244 14,244

評価性引当額 － － － － － △13,066 △13,066
繰延税金資産 － － － － － 1,178 ※２　1,178

　　２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額
（単位：千円）

　　　　　　※１　税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
　　　　　　※２　税務上の繰越欠損金に係る重要な繰延税金資産を回収可能と判断した主な理由は、翌期の
　　　　　　　　　課税所得見込み額から将来減算一時差異を控除した金額が、税務上の繰越欠損金を十分上
　　　　　　　　　回ると見込まれるためであります。

８. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社は、必要な資金を自己資金で賄っており、余資は安全性の高い金融資産で運用しております。な
お、デリバティブ取引は利用しておらず、投機的な取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されており、厳しい経済環境等により契約に従った債
務履行がなされない可能性があります。
　前受金は、営業上の取引による前受であり、将来売上として見込まれるものであります。
　未払金は、営業上の取引による未払いであり、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
ａ. 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、顧客管理システムにより残高及び期日を管理するとともに、回収遅延債権については、担当
部署により個別に把握及び対応を行う体制としております。

ｂ. 流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、月次ベースで資金繰状況を管理するとともに、手元流動性の維持等により流動性リスクを管
理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額の他、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が
含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用
することにより、当該価額が変動することもあります。
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個別注記表、独立監査人の監査報告書

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現 金 及 び 預 金 478,660 － － －
売 掛 金 80,762 － － －

合 計 559,423 － － －

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2026年６月30日における現金及び預金、売掛金、未払金については短期間で決済されるため時価が帳簿
価額に近似することから、注記を省略しております。

（注）金銭債権の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに
分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価
　　　　　　　　の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定
　　　　　　　　に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　　　　　　　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
　　　　　　　　プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに
　　　　　　　　時価を分類しております。

① 時価で貸借対照表に計上している金融商品
　該当事項はありません。

② 時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
　該当事項はありません。

－ 31 －



2026/08/25 16:04:39 / 26335189_株式会社Ｇｅｏｌｏｃａｔｉｏｎ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ_招集通知_電子提供措置用

個別注記表、独立監査人の監査報告書

当事業年度
報告セグメント

IP Geolocation
事業 その他事業 計

サブスクリプションサービス 589,476 － 589,476

広告配信サービス 14,607 － 14,607

web制作・各種受託開発サービス 104,656 － 104,656

IPアドレス移転サービス － 1,756 1,756

顧客との契約から生じる収益 708,740 1,756 710,496

外部顧客への売上高 708,740 1,756 710,496

９. 関連当事者との取引に関する注記
　該当事項はありません。

10. 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりです。

（単位：千円）

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「個別注記表　1．重要な会計方針に
係る事項に関する注記　(５) 収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略して
おります。
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当事業年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 81,461

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 80,762

契約負債（期首残高） 92,836

契約負債（期末残高） 84,463

１年以内 6,937

１年超２年以内 4,798

２年超３年以内 4,085

３年超 2,723

合計 18,543

(1) １株当たり純資産額 333円89銭
(2) １株当たり当期純損失 34円94銭

(3) 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
　顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権は売掛金に、契約負債は前受金に計上しております。
　契約負債は、主に、サブスクリプションサービスにおける顧客からの前受金であります。なお、当事業年
度に認識した収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、67,193千円であります。

(4) 残存履行義務に配分した取引価格
　当社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に予想される
契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。
　残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりです。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

11. １株当たり情報に関する事項
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個別注記表、独立監査人の監査報告書

12. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

13. その他の注記
　該当事項はありません。
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個別注記表、独立監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 三井　勇治

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 望月　邦彦

2026年８月14日

株式会社Geolocation Technology
　取　締　役　会　　　御　中

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ
　　　　　　静　岡　事　務　所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社Geolocation 
Technologyの2025年7月1日から2026年6月30日までの第27期事業年度の計算書類、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以
下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業
体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人
としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ
適切な監査証拠を入手したと判断している。

会計監査報告
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個別注記表、独立監査人の監査報告書

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告
プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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個別注記表、独立監査人の監査報告書

　・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
　　　スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断に
　　　よる。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
　・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
　　　が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
　　　に、監査に関連する内部統制を検討する。
　・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
　　　計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
　・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
　　　入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状
　　　況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
　　　要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚
　　　起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計
　　　算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
　　　査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は
　　　継続企業として存続できなくなる可能性がある。
　・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
　　　の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、
　　　構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかど
　　　うかを評価する。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過
程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ
ているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する
規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻
害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減する
ためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
当監査役会は、2025年７月１日から2026年６月30日までの第27期事業年度における取締役

の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作
成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果　

について報告を受けるほか、取締役及び会計監査人からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、電話回線又はインター
ネット等を経由した手段も活用しながら、取締役、内部監査担当者及びその他の使用人等
と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監
査を実施いたしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産
の状況を調査いたしました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び
当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役、内部監
査担当者及びその他の使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受
け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す
るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明
を求めました。

監査役会の監査報告
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監査役会の監査報告

常 勤 監 査 役 （ 社 外 監 査 役 ） 吉 原 明 雄
監 　 査 　 役 （ 社 外 監 査 役 ） 茂田井　純　一
監 　 査 　 役 （ 社 外 監 査 役 ） 小 川 基 幸

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いた
しました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘
すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2026年８月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社Geolocation Technology　監査役会

　

以　上
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取締役選任議案

候補者
番　号

ふ　　　り　　　が　　　な
氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当社の株式数

１

やま
山

 

　
もと
本

 

　
けい
敬

 

　
すけ
介

(1974年２月12日)

    1992年    4 月 陸上自衛隊入隊
    1996年    3 月 同隊任期満了
    1996年    4 月 有限会社クリエイト（現静岡インターネット株式会社）入社
    2000年    2 月 当社設立 代表取締役社長就任（現任）
    2016年    12月 株式会社エレファント代表取締役就任（現任）
    2021年    10月 一般社団法人静岡イノベーションベース理事就任（現任）
    2024年    4 月 一般社団法人静岡ベンチャースタートアップ協会理事就任

（現任）

468,600株

【取締役候補者とした理由】
　山本敬介氏は、当社の創業者として長年にわたり経営を指揮し、当社の成長を牽引してまいりました。同氏の豊富
な経営経験、当社事業に関する幅広い知識及び優れたリーダーシップは、今後の持続的な成長と企業価値の向上に引
き続き必要であると判断し、取締役としての選任をお願いするものであります。

２

すぎ
杉

 

　
ざき
﨑　

あつ
厚　

や
哉

(1967年２月15日)

1990年    4 月 富士通株式会社入社
2021年    9 月 当社入社
2022年    9 月 当社取締役技術開発部長就任
2025年    7 月 当社取締役管理担当就任
2026年    7 月 当社取締役（現任）

2,715株

【取締役候補者とした理由】
　杉﨑厚哉氏は、技術開発部門の責任者として豊富な経験と実績を有し、2022年より当社取締役を務めておりま
す。また、管理担当取締役として当社の経営及び業務執行に携わるなど、幅広い経験と知見を有しております。これ
らの経験と知見を活かし、経営上の重要事項の決定及び業務執行に対する監督を適切に行うことが期待できる人材で
あると判断し、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

株主総会参考書類

議案　取締役３名選任の件
　取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、社外取締役１名を含む取締役３名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 40 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2026/08/25 16:04:39 / 26335189_株式会社Ｇｅｏｌｏｃａｔｉｏｎ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ_招集通知_電子提供措置用

取締役選任議案

候補者
番　号

ふ　　　り　　　が　　　な
氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当社の株式数

３

たけ
竹　

うち
内　

み
美　

き
稀

(1979年10月31日)

2002年    4 月 三洋ホームズ株式会社入社
2004年10月 株式会社パソナ入社（派遣社員）
2005年    2 月 株式会社NTTコミュニケーションズ入社（派遣社員）
2007年    7 月 ロカリサーチ株式会社入社
2009年    3 月 株式会社コムニコ 入社
2014年10月 同社取締役就任
2017年    4 月 日本ロレアル株式会社入社
2017年11月 株式会社ラバブルマーケティング入社
2018年    6 月 同社執行役員就任
2022年    6 月 DAS株式会社取締役CCO就任
2024年 ５月 デジタルマーケティング企業にて、バックオフィス構築等の

コンサルティング業務に従事（現任）
2025年    2 月 AIエージェントのテクノロジーソリューション企業にて、日

本市場向けのコミュニケーション戦略・広報PR業務を担当
（現任）

2025年    9 月 当社社外取締役（現任）

ー

（重要な兼職の状況）
該当事項はありません。

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
　竹内美稀氏は、複数の成長企業において、広報・ブランディング・内部統制・上場準備等を統括された経験を有
し、経営管理全般に精通しております。また、企業外部からの多様な関与を通じて培われた客観的かつ専門的な視点
に基づき、当社においても経営の監督機能の強化及びガバナンス体制の充実に貢献いただけるものと判断し、社外取
締役として選任をお願いするものであります。
【在任期間】
　１年
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取締役選任議案

（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 竹内美稀氏は、社外取締役候補者であり、福岡証券取引所の定める独立役員の要件を満たしております。当社は同

氏を独立役員として届け出ており、同氏の再任が承認された場合、引き続き独立役員となる予定であります。
３. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しております。当

該役員等賠償責任保険契約の内容は事業報告「４．会社役員の状況　(3)役員等賠償責任保険契約の内容の概要」
に記載のとおりであります。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。
また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

４. 当社は、竹内美稀氏との間で、会社法第427条第１項にもとづき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する
契約を締結しており、当該契約にもとづく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額
としております。なお、同氏の再任が承認された場合、当該契約を継続する予定であります。

５. 山本敬介氏の所有する当社の株式数は、同氏の資産管理会社である株式会社エレファントが所有する株式数を含ん
でおります。

６. 各候補者の所有する当社の株式数は、2026年６月30日現在のものであります。

　 以上

－ 42 －
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地図

会　場
　

株式会社Geolocation Technology　当社会議室
〒411－0036　静岡県三島市一番町18-22 アーサーファーストビル２階
（会場が前回と異なっておりますので、お間違えのないようご注意ください。）

交　通　
JR三島駅南口より徒歩６分

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

定時株主総会会場ご案内図

Geolocation Technology
アーサーファーストビル2F

JR東海道
線新幹線

至東京

JR東海道
本線

至静岡

伊豆
箱根
鉄道

JR三島駅
南口

三島
信用金庫

ホテルジーハイブ
三島

清水銀行
スルガ銀行

郵便局

ホテル
アルファーワン三島

※駐車場の用意はいたしておりませんので、お車での来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。


